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凡例
本稿において引用している法令等の略語は、次による。
所法・・・・・・・・・所得税法
所令・・・・・・・・・所得税法施行令
所規・・・・・・・・・所得税法施行規則
所基通・・・・・・・・所得税基本通達
課個・・・・・・・・国税庁課税部個人課税課
課資・・・・・・・・国税庁課税部資産課税課
課審・・・・・・・・国税庁課税部審理室
民・・・・・・・・・・民法
民集・・・・・・・・・最高裁判所民事判例集
本稿において引用している判決等の略語は、次による
最（大）判・・・・・・最高裁判所大法廷判決
1序章
所得税法では、所得金額から各種の所得控除を行うことを定めている。所得控除は、多
様なものがあるが、その中でも、基礎控除、扶養控除、配偶者控除及び配偶者特別控除は、
一般に人的控除と呼ばれている。人的控除の趣旨は、納税者及びその家族の事情に応じた
担税力に配慮して、税負担を軽減させ、もって最低生活費を保障することにある。
一方、2009 年に誕生した民主党政権は、いわゆる「控除から手当てへ」のスローガンの
もとで、扶養控除の金額、対象を削減し、代わって手当ての支給額、及び支給対象を拡大
する政策を実行した。「民主党の政権政策 Manifesto2009」(以下、「マニフェスト」という)
では、次のように述べている。
「１１．年額 31 万 2000 円の「子ども手当」を創設する
【政策目的】
○次代の社会を担う子ども１人ひとりの育ちを社会全体で応援する。
○子育ての経済的負担を軽減し、安心して出産し、子どもが育てられる社会をつくる。
【具体策】
○中学卒業までの子ども１人当たり年 31 万 2000 円（月額 2 万 6000 円）の「子ども手当」
を創設する（平成 22 年度は半額）。
○相対的に高所得者に有利な所得控除から、中・低所得者に有利な手当などへ切り替える。
【所要額】
5.3 兆円程度」1
これは、とても耳触りの良い政策であるが、大きな問題がある。その一つは、すでに多
くの識者が批判していることであるが、その手当政策に対して十分な財源の裏付けを確保
しないまま、手当の支給を見切り発車で決めてしまったことである。
そして、もう一つの大きな問題は、当論文でこれから問題とする点であるが、この政策
を実行する目的があいまいなことである。上記のマニフェストにおいては、一応政策目的
が明記されているが、実際には政権与党の政治家の間でも見解が分かれている。特に、扶
養控除の制度の趣旨等、租税政策上の見地において、多くの疑問を残している。
1 民主党の政権政策 Manifesto2009 ９頁
2筆者が注目したのは、「相対的に高所得者に有利な所得控除から、中・低所得者に有利
な手当などへ切り替える」という部分である。このことを重視し、子ども手当と対象が重
複する年少扶養控除はもちろんのこと、配偶者控除まで含めてとりあえず廃止してしまお
うという意見についてである。
しかし、この主張には重大な誤解があり、弊害が生じると考えられる。そもそも、所得
控除の増額が高所得者により多くの恩典をもたらす理由は、高所得者の方が負担している
税金の税率（累進税率）が高いためである。もし、高所得者と低所得者のバランスを取ろ
うとするならば、マニフェストのような方法ではなく、税率そのものを変更することや、
税率のブラケットを改正することで解決可能である。また、子ども手当てが制度化される
以前には児童手当が存在していたが、この手当は、低所得者を対象としたものであり、こ
の制度のほうが一応高所得者と低所得者のバランスが考慮されていたのである。
政権与党の政治家の中で、所得控除に関する議論がしばしば混乱する理由は、所得控除、
特に扶養控除や配偶者控除がどうして存在しているのかという趣旨を、現政権の政策担当
者が十分に議論してこなかったせいではないかと考えられる。また、同じ所得控除、人的
控除であっても、扶養控除と配偶者控除では、その趣旨、導入の背景が異なっている。そ
れらを一緒にして、あいまいな目的のためにとりあえず削減・廃止しようという試みは、
税制のあり方を揺るがす誤った政策だと思われる。
この論文は、上記のような近年の税制改正の動きを批判的に検討し、併せてこれからの
所得控除のあるべき姿について筆者の結論を示すことを目的とする。そのため、本稿では、
次の構成によって論じることとする。
第 1 章では、我が国の所得税法における人的控除の沿革を整理することで、この論文の
議論の足掛かりとする。我が国において人的控除が導入された歴史的経緯に従い、まず人
的控除創設される以前に存在した免税点制度について触れ、その後創設された順に、①基
礎控除、②扶養控除、③配偶者控除及び④配偶者特別控除という順番で整理する。
第 2 章では、第 1 章でふれた人的控除の沿革を踏まえたうえで、現在の人的控除がどの
ような状況にあるかについて説明する。
第 3 章では、海外の主要国における人的控除の制度を整理し、わが国の制度と比較する
ことを通じて、我が国の人的控除の特徴について述べる。ここでは、人的控除と密接に関
係する課税単位の議論にも触れる。
第 4 章では、現行の人的控除にどのような問題があるかについて、前章で述べた海外の
3制度と比較することによって、客観的に検討する。
第 5 章では、当論文の結論として、前章までの内容を踏まえて、あるべき人的控除のシ
ステムについてまとめる。ここでは、「控除から手当へ」の是非を改めて検討するため、税
法だけでなく、数種の手当についても取り上げる。
4第 1 章 人的控除の沿革
第 1 節 所得税の創設と基礎控除
明治 20 年に所得税法が創設された際、所得税は、個人単位ではなく、世帯合算課税であ
り、まだ人的控除は存在しなかったが、免税点方式という制度が存在していた。これは、
その年の所得金高が免税点に満たない世帯に対しては所得税を課さないとするものであっ
た。明治 20 年の導入時には、所得金高 300 円を免税点とした。当時の所得水準からして、
所得金高 300 円は高額所得者であり、最初の納税義務者は 12 万戸数（日本全体の 1.5％）
にとどまった。2
これは、現在の所得控除とは異なるシステムであるが、実質的には、世帯単位で基礎控
除が導入されていたということになる。
明治 32 年の税制改正では、法人の所得に対する課税が導入されたことに伴い、所得の種
類が 3 種に分類された。このうち、第 3 種（公社債に係る利子所得を除く個人の所得）に
ついて、引き続き 300 円を免税点とした。
その後、経済発展に伴って免税点は引き上げられ、大正 2 年には 400 円、同 7 年には 500
円、同 9 年には 800 円、同 15 年には 1,200 円となった。
第 2 節 扶養控除の創設
１．大正 9 年の税制改正
人的事情を考慮した人的控除の制度が所得税法に始めて創設されたのは、大正 9 年の所
得税法改正による。
この改正においては、第 3 種所得金額（公債、社債にかかる利子所得以外の個人の所得）
が 3,000 円以下（勤労所得の控除後）の場合には、以下のような控除（所得控除）が受け
られることになった。
2 ちなみに、明治 20 年当時、一般的な教員の初任給は 5 円だった。（参考：週刊朝日「値段の
明治大正昭和風俗史」）
5所得 1,000 円以下 老幼者又は不具廃疾者 1 人につき 100 円
所得 2,000 円以下 70 円
所得 3,000 円以下 50 円
ここでいう老幼者とは、18 歳未満および 60 歳以上のものである。また、不具廃疾者と
は、心神喪失の常況にある者、聾者、啞者及び盲者その他の重大な傷痍を受け又は不治の
疾患に罹り常に介護を要する者である。すなわち、現行の所得税制で言うならば扶養控除
が導入されたことになる。
２．創設の趣旨
所得税法が導入された明治 20 年当時は、前述の通り、所得税の納税義務を負っている世
帯はごく一部の富裕層（主に都市部の商人）に限られおり、一種の富裕税のような性格を
有していた。しかし、免税点が引き上げられるペース以上に国民の所得が増加したため、
納税義務者の割合は徐々に上昇し、中産階級まで納税義務者の範囲は拡大した。
所得税が大衆化するに伴い、納税義務者の生活費に対する税制上の配慮は、それまで以
上に必要性を増すことになった。このため、世帯単位での一律の免税点（基礎控除）に加
えて、子供や高齢者、それに障害者を扶養することに対する考慮が必要となったのである。
3
第 3 節 配偶者に対する扶養控除の創設
１．昭和 15 年の税制改正
上記の人的控除は、その後徐々に金額を拡大させた。そして、昭和 15 年の改正において
は、勤労所得、不動産所得、事業所得、山林所得につき、扶養家族 1 人につき 12 円を税額
控除する制度になった。この時、扶養家族の範囲は拡大され、妻を含むことになった。そ
の後、昭和 17 年の改正では、1 人当たり控除額が倍の 24 円になり、さらに子が 5 人以上
ならば 3 倍の 36 円になった。
3 武田昌輔「DHC コンメンタール所得税法」第一法規出版
6２．創設の趣旨
このような制度が設けられた趣旨については、次のように説明されている。
「配偶者については、当時は農村や漁村が多く、そこでは夫婦で共に仕事していくので、
配偶者を扶養の対象とすることはあまり考えられなかったのです。
それが昭和 15 年に、配偶者を扶養控除の対象にしたのです。扶養の対象にするかしない
かという問題もさることながら、当時はまさに大戦前夜ですから、配偶者が子供を産む必
要があるわけですし、そのときには控除の対象にし、所得税を減少させておかないと人口
政策に非常に問題があるということだったのです」4
この改正は、その内容からも見て取れるように、担税力の考慮というよりは、戦中の人
口政策という色合いが強い改正である。5
すなわち、昭和 15 年の合計特殊出生率は、4.0 を超えており、現在に比べれば高い水準
にあるわけだが、それでも、当時の敵国であったソビエト連邦や中国に比べれば劣ってい
たため、出生率を引き上げることは死活問題であった（昭和 17 年の改正で、子が 5 人以上
の世帯を優遇した理由は、出生率を 4.0 付近からさらに引き上げることが狙いであるとみ
てとれる）。
第 4 節 シャウプ税制
１．総論
第二次世界大戦後の、復興事業及びハイパーインフレーションにより、それまで所得税
を納めていなかった数多くの一般大衆が、新たに納税義務者に加わった。そのため、基礎
控除及び扶養控除は、終戦直後に大きく引き上げられた。すなわち、昭和 18 年のはじめに
4 品川芳宣「少子化対策と所得税制」租税研究 2003 年 5 月号 １頁
5 満州事変以降、我が国の税制は戦争のための改正と思われるものが多くなる。たとえば、戦
費を効率的に徴収するため、昭和 15 年 4 月 1 日から給与所得の源泉徴収が始まった。（参考：
野口悠紀雄「1940 年体制―さらば戦時経済」）
7は、総合所得税の免税点は 3,000 円、扶養控除は一人当たり 24 円の税額控除であった。こ
れに対して、シャウプ勧告が行われた昭和 24 年には、所得控除として、基礎控除が 15,000
円、扶養控除が一人当たり 1,800 円となった。にもかかわらず、インフレーションが激し
かったため、それらの所得控除の金額は、もはや十分ではなかった。シャウプ勧告では、
所得税の大衆化について、次のように述べられている。
「所得税は、全国のほとんどすべての世帯から徴収される大衆課税である。基礎控除及
び扶養控除は最近相当の増額をしめしたけれども、しかしインフレーションは同時に納税
者の所得金額を増加している。…（中略）…明らかに所得税はまだ大衆課税である。」6
その一方で、シャウプ勧告においては、国民が政府を支えるためには、所得税をその主
要な手段とすべきことを主張している
「したがって現行日本税制に関して最も重要な問題は、日本の国民一般が政府を支える
ために所得税をその主要な手段として利用するという試みを継続すべきか否かにある。
このような高遠な目的の真贋については疑をいれない。もう一つの道は、一般国民が政
府のためどれ程の寄興をしているか、その量をあいまいにし、寄興していることさえ気づ
かないようにしてしまう重い間接税の制度に帰えることである。そうなると、政府は、こ
れら国民にとって縁遠い存在となり、国民は、時折政府の恩恵にあずかる以外全くこれと
関係のないものとなる。その上、間接税では適正に所得や富の懸隔および家族負担の差異
を考慮に入れることはできない。それは近代国家が必要とする高額の税を公平に徴収する
にはあまりにも不完全な機構である。」7
また、シャウプ勧告の中で、所得税の負担が重過ぎることが、脱税などの問題を深刻に
していると指摘したうえで、税率の引き下げ、控除について、次のようにその引き上げを
勧告している。
「現在の高税率と高度の脱税は相俟って悪循環を生じている。納税者特に営業者が自分
6 吉岡健次，兼村高文，江川雅司「シャウプ勧告の研究」時潮社 昭和 59 年 212 頁
7 前掲注 6 213 頁
8の所得を過少に申告するのが通弊であると税務官吏は考えている。その結果、短期間に処
理しなければならない申告書の洪水の中で、多くの税務官吏は実地調査や帳簿検査をせず
に、事務的に納税者の更正決定を高く見積もってしまう。一方納税者はこれが官吏の通性
であるように考え、正直に申告する気にならない。いずれにせよ更正決定されることを見
越しているのである。もし所得税が存続するならば明らかにこの悪循環を断ち切らなけれ
ばならない。税率の引下げおよび控除の引上げはこれを断ち切るための第一歩である。」8
このような指摘の後、具体的な項目ごとの勧告に移っていく。所得税法に対する勧告の
基本的なスタンスは、上記のとおり、納税者の税負担を引き下げる方向であり、必然的に
控除は引き揚げられる方向に向かっていくことになる。
２．基礎控除
シャウプ勧告は、基礎控除について、次のように指摘している。
「現行所得税法の基礎控除一万五千円は低きに失する。扶養親族一人につき千八百円の
扶養控除額もまた同様である。」9
このように、現在の控除額が低すぎることを指摘したのち、どのようにその水準を決定
すべきかについて検討している。まず、国民の最低生活費を確保できる水準について次の
ように述べる。
「しかし基礎控除額及び扶養控除額を定めるに当って従うに足りるだけの精確な標準と
いうものは存在していないのである。ある納税者層の主張によれば、控除額は、納税者の
最低生活費、すなわち衣、食、住、医療費を十分カーヴァーできる程度のものであるべき
であるという。この標準として彼等は最低十万円の基礎控除を提案している。」10
8 前掲注 6 214 頁
9 前掲注 6 217 頁
10 前掲注 6 217 頁
9しかしながら、ここまで基礎控除を引き上げてしまうと、巨額の財政赤字を出すことは
避けられない状況にあったため、このアプローチは採用できないとされた。
次に、諸外国との比較によって、金額を決定することも検討している。
「たとえば日本で月給一万円の者は、米国の月給約二百五十弗或いは三百弗の者と大体同
程度の仕事をしているのである。日本の所得税の現行基礎控除額はこの半熟練労働者の一
月半の収入に等しい。米国の基礎控除額は、米国の同程度の労働者の約二カ月分以上の収
入に等しい。このように測定してみると日米両国の基礎控除額には大した差異はないので
ある。この方法だけが、唯一の測定方法ではないが、適切なものではある。」11
このような検討の後、新しい控除額については、以下のように勧告している。
「新しい控除額を勧告するのに際して、われわれは次の目的に副うようにしているので
ある。(一)所得税はこれを日本における政府収入の主たる財源として維持すること。(二)
しかし、税務行政の執行及び国民の協力を促進できるように税率を引き下げ、控除額を定
めること、並びに現在の最低納税者層の重い負担を除去することがこれである。この目的
に最も適合した控除額は左のとおりである。すなわち基礎控除額を二万四千円、扶養控除
額を扶養親族（妻を含む）一人当り一万二千円とし、税額控除はこれを廃止する。」12
３．扶養控除
シャウプ勧告は、扶養控除について、まず次のように勧告している。
「現行の扶養控除は一人につき千八百円の税額控除の形式をとっている。…(中略)…。
われわれは、この税額控除を廃止して、一万二千円の所得控除とするように勧告する。」
この部分のポイントは、控除額を大幅に引き上げる一方で、税額控除を所得控除に変え
ている点である。そのメリットについては、次のように指摘している。
11 前掲注 6 217 頁
12 前掲注 6 217,218 頁
10
「第一に、基礎控除は、既に所得額控除制をとっている。納税者にとっては、所得税申
告の際の控除方法を今までの二本建をあらためて、一本建にした方が便利となろう。
第二に、所得控除方法は、扶養親族によって生ずる所得税額の差異を、所得額の増加す
るに従って増加させるものである。この結果、全体として特に、高額所得階層における大
世帯と小世帯との間には税負担の分配がより公平なものとなる。一例をあげると、独身者
と二子のある世帯主とがともに三万円の段階にある場合の税額のひらきが五千四百円であ
るとすると、両者が十万円の段階となったときにはそのひらきは五千四百円より多くなる。
こういう結果は税額控除方式では生じないのである。上の二人の納税者の税額の相違は所
得金額がいくらになろうとも依然として五千四百円なのである。
しかし、扶養控除が所得控除の方式をとるとすると、税額の相違は十万円の段階では五
千四百円よりも多くなり、更に高い段階となれば更に多くなるのである。」13
このように、シャウプ勧告においては、高額所得者ほど所得控除の金額が大きくなるこ
とを、むしろ肯定的にとらえている。そして、累進性が税額控除に比べて低くなることに
ついて、次のように述べている。
「所得額控除方法が、高額所得の納税者に対してみとめる扶養親族一人あたりの控除額
は同一扶養親族を有する低額所得の納税者に対する控除額よりも多額であるということか
ら、税額控除の方法の方が所得控除の方法よりも、いっそう累進的な所属税方式であると
いう主張がしばしば行われる。しかし、所得控除にしたために、所得税がわれわれを満足
させるほど累進的でなくなるとしたら、かかる欠点は税率を少しく変化することによって
容易に匡正できるものなのである。
税率を変えただけでは、世帯の大きさによって相異なる税負担の軽重を調整することは
できない。それゆえにこそ控除方式を敢て右のように選定したのである。」14
このように、もし、累進性を強化したいのであれば、税率を調整すればよいとしている
のである。
13 前掲注 6 218 頁
14 前掲注 6 218,219 頁
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４．シャウプ勧告後の改正
シャウプ税制の以後、人的控除は、担税力に対する配慮とともに、課税最低限を確保す
ることに重きを置かれるようになった。前述の通り、シャウプ勧告当時には、日本国に経
済的余裕がなかったため、課税最低限を十分にカーヴァーすることは困難であったが、経
済成長が進むにつれ、これが可能となっていったのである。
まず、昭和 27 年の税制改正において、扶養控除額は、扶養親族 3 人目までが 1 人当た
り 2 万円、4 人目以降は 1 人当たり 1 万 5,000 円と定められ、控除額に差が付いた。そし
て、昭和 28 年の改正では、以下に示す通り、1 人当たりの控除額についてさらに大きな差
をつけた。
「所得税法 11 条の 7
①第 1 条第 1 項の規定に該当する個人に扶養親族がある場合においては、扶養親族の数に
応じ、左に掲げる金額を、その個人の総所得金額又は退職所得の金額から控除する。
一 扶養親族が 1 人である場合 3 万 5,000 円
二 扶養親族が 2 人である場合 5 万 5,000 円
三 扶養親族が 3 人である場合 7 万 5,000 円
四 扶養親族が 3 人をこえる場合 7 万 5,000 円に扶養親族の数が 3 人
をこえる 1 人ごとに 1 万 5,000 円を加算して得た金額
② 生計を一にする第 1 条第 1 項の規定に該当する納税義務者が 2 人以上ある場合におい
て、第 8 条第 1 項後段但書の規定によりこれらの納税義務者と生計を一にする扶養親族の
一部を一の納税義務者の扶養親族とし、他の扶養親族を他の納税義務者の扶養親族とした
ときは、前項の規定にかかわらず、左の各号に掲げる扶養親族の区分に応じ、各扶養親族
につき当該各号に掲げる金額を第 1 条第 1 項の規定に該当する個人の総所得金額又は退職
所得の金額から控除する。
一 第 1 順位の扶養親族 3 万 5,000 円
二 第 2 順位又は第 3 順位の扶養親族 2 万円
三 前 2 号に掲げる扶養親族以外の扶養親族 1 万 5,000 円」
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すなわち、この改正によると、1 人目が 3 万 5,000 円、2 人目及び 3 人目が 2 万円、そし
て 4 人目以降が 1 万 5,000 円ということになる。
人的控除の中でも、扶養控除の趣旨は、扶養親族が存在することによる担税力の減少を
考慮することである。一般に、扶養親族が増えれば増えるほど、一人当たり追加で発生す
る生計費は減少する世帯が多い。そのことを考慮すると、上記のように、扶養親族が増え
るたびにその 1 人当たり控除額が減少するということは、現在では考えられないことであ
るが、ベビーブームによって人口が増加していた当時としては、確かに理にかなったこと
である。
また、生計費を決める他の要素として、配偶者の有無や、世帯の年齢構成がある。つま
り、同じ 1 人の扶養親族であっても、幼児と相当の年齢に達し多額の教育費が発生する場
合では生計費に大きな差異が生じるはずである。このことを考慮して、昭和 34 年度の改正
では、配偶者の有無によって控除額に差異が設けられた。この改正では、控除額が、扶養
親族の最初の 1 人目については 7 万円に、2 人目以降については 3 万円にそれぞれ引き上
げられた。ただし、納税者に配偶者があり、しかもその配偶者の所得が 5 万円を超える場
合煮には、1 人目の扶養控除額は、5 万円とされた。
第 5 節 配偶者控除の創設
１．昭和 36 年の税制改正
昭和 36 年には、人的控除に関して大幅な改正があり、配偶者控除が、扶養控除から独
立して単独の人的控除となった。同年の所得税法 11 条の 8 は、次のように定めている。
「所得税法 11 条の 8
居住者に控除対象配偶者がある場合においては、その者の総所得金額、退職所得の金額又
は山林所得の金額から 9 万円を控除する。
②前項の場合において、控除対象配偶者が青色専従者給与額の支給を受けるときは、その
者に係る控除額は、同項の規定にかかわらず、９万円から当該青色専従者給与額を控除し
た額とする。（本条の規定による控除額を配偶者控除額という。）」
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一方、配偶者控除が扶養控除から独立すると同時に、扶養控除は大きな改正があり、新
たに年齢によって異なる控除額とする次のような制度へ改正された。
「居住者に扶養親族がある場合においては、左の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に
掲げる金額をその者の総所得金額、退職所得の金額又は山林所得の金額から控除する。
一 居住者に控除対象配偶者がある場合 左に掲げる区分に応じ、それぞれ該当する扶養
親族の数を左に掲げる金額に乗じて得た金額の合計額
イ 年齢 15 歳以上の扶養親族 5 万円
ロ 年齢 15 歳未満の扶養親族 3 万円
二 居住者に控除対象配偶者がない場合
イ 扶養親族が 1 人である場合 7 万円
ロ 扶養親族が 1 人をこえる場合 7 万円に、その 1 人（年齢 15 歳以上の扶養親族があ
るときは、そのうちの 1 人とする。）を除いた扶養親族につき、左に掲げる区分に応じ、そ
れぞれ該当する扶養親族の数を左に掲げる金額に乗じて得た金額の合計額を加算した金額
1 年齢 15 歳以上の扶養親族 5 万円
2 年齢 15 歳未満の扶養親族 3 万円」
以上のように、創設された配偶者控除の額は、他の扶養控除の額に比し、約 2～3 倍とい
う高額なものであった。
しかしながら、昭和 41 年度の税制改正において、年齢別の控除額だった制度が、低いほ
うの控除額が高いほうに合わせる形で統一されることになった。これは、課税最低限を引
き上げるという社会的要請のほか、税制は出来る限り簡素化すべきであるという考えが優
先されたためである。この改正の後、控除額の引き上げはあったものの、制度の枠組み自
体はしばらくの間維持されることになった。
２．創設の趣旨
昭和 35 年の税制調査会では、以下のような議論があった。
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「配偶者控除及び扶養控除の問題
ここにおいて、われわれは、一方において以上の問題を配偶者控除の創設の問題や扶養
控除のあり方の再検討の問題と関連して考えるとともに、他方において、給与所得控除の
拡充の問題をとりあげた。
もとより配偶者控除の問題は、所得税の課税単位（所得税の課税を所得か得する個人ご
とに行うか、消費支出を共通にする夫婦、世帯等を単位とするかという問題）の問題とか
らみ、扶養控除の問題も納税者が扶養親族の生活費を負担するための担税力の減殺を調整
するという制度本来の立場から検討を要する問題である。」15
また、このように配偶者控除や扶養控除の趣旨をめぐっては、課税単位の議論が必要に
なる。
当時、配偶者については扶養親族の一人として子供と同様に扶養控除が認められていた。
その一方、働きに出ている夫だけではなく、家事をしている妻もまた、その所得を獲得す
ることに貢献していることに着目して、夫婦の所得は一体とみるべきという考え方もあっ
た。実際に、この考えに基づき、アメリカ合衆国においては、夫婦の所得を合算して 2 で
割り、税率を乗じた後に 2 でかけなおす(いわゆる 2 分 2 乗)方式が採用されている。
さらに、フランスにおいては、これを夫婦単位だけでなく世帯単位まで拡大し、世帯の
所得を合算して N（家族係数）で割り、税率を乗じた後に N でかけなおす(いわゆる N 分 N
乗）方式が採用されている。ただし、この方式は、所得を獲得することに貢献していない
子どもを含めて計算しており、アメリカの 2 分 2 乗方式とは性質を異にしている。この制
度は、子どもを増やせば増やすほど税額が減少することから、どちらかといえば子育て支
援が主な趣旨と考えられる。金子宏氏は、この問題について次のように説明している。
「我が国でも、妻の内助の功を税制上評価するためにこの制度を採用すべきであるという
意見が強いが、本文で述べたように、この方式には、高額所得者により大きな利益を与え
ること、独身者を差別する結果になること、共稼ぎ夫婦より片稼ぎ夫婦に有利に働くこと、
等の問題がある。なお、最（大）判昭和 36 年 9 月 6 日民集 15 巻 8 号 2047 頁は、所得税法
が二分二乗制度を採用しなくても、憲法 24 条には違反しない旨を判示している。」16
15 昭和 35 年 12 月第一次答申 第 1.2．(1)（イ）③
16 金子宏「租税法 第十五版」弘文堂 平成 22 年 175 頁
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一方、戦後の高度成長期においては、経済成長に伴って人々の所得は上昇し、合わせて
物価も上昇していった。このため、納税者の負担を軽減するための議論の中で、税制調査
会では課税最低限について議論されることが多かった。昭和 36 年の答申では、以下のよう
に議論している。
「所得税の負担を軽減するには、基礎控除その他の諸控除（課税最低限）の引上げと累進
税率の緩和との二つの方策がある。
課税最低限については、いわゆる最低生活費に税負担が食い込まないように定められる
べきものであるが、現行の課税最低限は、その最低生活費と考えられる金額よりは、ある
程度高めにあると認められ、既に昭和 15 年度の課税最低限の水準をも相当にこえている。
しかし、諸外国に比較すると、わが国の課税最低限は、なお相当に低いこともまた事実で
ある。
このため、昭和 36 年度においては、配偶者控除の創設をはじめとする一連の控除の引上
げを行い、来年度においては、基礎控除等の引上げを適当と認めたのであるが、いずれも
納税者の世帯構成に応じて、バランスのとれた課税最低限の引上げを行おうとした趣旨に
基づくものであり、今後も、課税最低限の引上げに当たっては、諸控除の額につきバラン
スがとれるよう配意する必要があると考える。」17
上記にあるとおり、人的控除が高度経済成長期に創設、拡充されていった背景には、最
低生活費が上昇し続けることにかんがみて、課税最低限を控除の引上げによって上昇させ
る必要があったということがある。
この最低生活費を決定する方法として、当初はマーケットバスケット方式が採用されて
いた。これは、一定の生活水準を維持するのに必要な飲食費、衣料費、保健費等の生活財
やサービスを金額に換算して計算し、合計を生活水準として、あるべき生活費を算出する
方式である。
一方で、時代の流れとともに、上記の理由とは別の側面から課税最低限を引上げるべき
という要請も生じるようになった。以下は、配偶者控除が導入された後の昭和 39 年の議論
である。
17 昭和 36 年 12 月答申 第 1.3(3)
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「所得税の一般的な負担のあり方については、基礎控除その他の控除からなるいわゆる課
税最低限のあり方と税率のあり方との両面からの検討が必要である。
所得税の課税最低限を定める基準について、従来マーケットバスケット方式による基準
生計費をメドとしているが、今後においては、基準生計費の算定方法の一層の改善につと
めつつ、さらに、このような生計費の動向の角度からの検討のほか、所得税の所得再分配
機能や税務の執行能力等の観点から、一定階層以上の有業者を所得税の課税対象とすべき
であるという見地に立って、たとえば就業人口に対する納税者割合をメドとしてとり入れ
ることを考慮すべきであると考える。」
この答申にあるように、課税最低限を定める基準として、マーケットバスケット方式に
よって基準生計費を算定していたが、それだけではなくて、所得再分配機能や税務の執行
能力を考慮すべきという考え方もある。
所得再分配機能の観点に立てば、社会福祉を必要とするような低所得者層が、おおむね
税額がゼロとなるような課税最低限を定めることで、所得再分配機能をより発揮するよう
な制度とすることが出来る。
また、税務の執行能力を考慮すると、すべての納税者について税務署が調査を行うこと
が不可能であることや、わずかな税額を納める納税者に対して税務署が調査を行うことの
コストパフォーマンスの悪さを考えると、ある程度最低生活費よりも高い水準に課税最低
限を定めてもよいかもしれない。
第 6 節 配偶者特別控除の創設
１．昭和 62 年の税制改正
配偶者特別控除は、昭和 62 年の税制改正において導入されたものである。それが導入さ
れた趣旨については、以下のように説明されている。
「事業所得者においては青色事業専従者給与の支払いを通じて実際上所得分割を行うこ
とができるのに対して給与所得者にはそのような途がないこと、さらに、所得を稼得する
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者に対する配偶者の貢献の評価、いわゆるパート問題（パートで働く主婦の所得が一定額
を超える場合に、かえって世帯全体の税引手取所得が減少してしまうという逆転問題）へ
の対応といった見地から所得税の課税単位を見直し、二分二乗制を導入してはどうかとす
る考え方があるわけですが、この二分二乗制については、税制調査会で学者委員を中心と
する専門小委員会を設けて慎重な検討が行われ、昨年 10 月の抜本答申18において「個人所
得課税の課税単位に基本的な変更を加える二分二乗制のような端的な合算分割制の採用に
ついては、配偶者の有無による税負担の変動が大きくなりすぎること、あるいは共稼ぎが
相対的に不利になって、女性の社会進出を抑制するおそれもあること等の様々な問題があ
るので、慎重に対応すべきである」とされたところです。
また、同答申は、「二分二乗制の導入については、問題が多く慎重に対応すべきであると
しても、事業所得者においては青色事業専従者給与の支払による配偶者への所得の分与を
通じて負担緩和を図り得ること等を考えると、主として給与所得者世帯について配偶者の
有無や所得の稼得形態の差異に着目して何らかの税負担の調整を図ることは、十分考慮に
値する問題である。」とした上で、「片稼ぎの給与所得世帯にあっては、所得を稼得する仕
事に直接従事しているのはたとえその一方であるにせよ、他方の配偶者もその稼得を支え
ていると考えるのがおそらくは自然であり、その意味では所得税及び個人住民税の課税に
当たって、何らかのしん酌を加えるのが妥当ではないかと思われる。」と述べ、その場合、
「所得の稼得に対する配偶者の貢献といった事情をも念頭におきつつ、世帯としての税負
担の軽減を図る趣旨で、現行の配偶者控除に加え、おおむねその半分程度を目途として（中
略）配偶者特別控除を設けることが適当である。」として、配偶者特別控除の創設を提言し
ています。さらに、その場合、「配偶者特別控除は所得の稼得に対する配偶者の貢献への配
慮加えて、税負担の調整を図る趣旨から設けるものであること、今回税率の累進構造が大
幅に緩和されることを考慮すれば、一定額以上の多額の収入を得ている者についてまで適
用することには問題なしとしない」との指摘が行われているところです。
そこで、抜本答申に述べられているように、家庭にある主婦も夫の所得の稼得に相応の
貢献をしていること、事業所得者においては、青色事業専従者給与の支払による配偶者へ
の所得分与を通じて負担調整を図ることができること等を考慮し、主としてサラリーマン
世帯について、税負担の調整を図る趣旨から、（中略）配偶者特別控除を創設することとさ
18 昭和 61 年 10 月に発表された「税制の抜本的見直しについての答申」を指す
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れました。」19
上記のように、パート問題や、青色事業専従者との関係を考慮すると、個人単位課税の
まま配偶者控除を続けるよりも、二分二乗制度を導入することは好ましいことである。し
かし、独身者、および共働きが不利になることから導入は見送られた。配偶者特別控除は、
その代わりとして、給与所得者世帯のために導入されたものである。
配偶者特別控除は、配偶者控除と異なり、配偶者の給与収入が増加するにつれて、段階
的に控除額を減少させるという制度である。これにより、上記の逆転現象は解消された。
このように、所得額の増加に応じて徐々に控除額を減少させる控除を消失控除という。
しかしながら、この配偶者特別控除の創設は、新たな逆転現象を生じさせた。配偶者特
別控除は、他の人的控除とは異なり、適用を受ける条件として納税者の所得制限が存在す
る。（昭和 62 年の導入時には 800 万円であり、その後昭和 63 年度の税制改正で 1,000 万円
に緩和されて現在に至る。）この所得制限のため、配偶者の合計所得金額によっては、納税
者の合計所得金額が 1,000 万円をわずかに超えると、かえって税引き後所得が減少してし
まう可能性がある。
先に述べた 103 万円前後での逆転現象は、パートタイム労働者が労働時間を調整すれば
ある程度回避可能であった。しかしながら、1,000 万円前後での逆転現象は、フルタイム
労働者に生じる問題であるから、パートタイム労働者のような時間調整は不可能である。
一方で、同じ時期に扶養控除にも変化があった。現行の特定扶養親族により高い控除額
を認める制度は、昭和 63 年度の税制改正で実現した。
このときには消費税を導入することの見返りとして、所得税の減税が幅広く行われてお
り、配偶者特別控除や、特定扶養親族に対する控除は、その一環として実現したものであ
る。
２．平成 15 年の税制改正
昭和 62 年の税制改正により導入された配偶者特別控除は、平成 15 年の税制改正で、縮
減することになった。具体的には、配偶者特別控除のうち、控除対象配偶者に適用される
部分が廃止されることになった。平成 14 年に公表された「平成 15 年度における税制改革
19 大蔵財務協会「改正税法のすべて」昭和 62 年度版
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についての答申―あるべき税制の構築に向けて―」には、次のようなことが述べられてい
た。
「第二 一 個人所得課税
１ 検討の方向
わが国の個人所得課税（国税：所得税、地方税：個人住民税）は、定率減税を含め累次
の減税の結果、主要国と比較して税負担水準が極めて低く、基幹税として本来果たすべき
財源調達や所得再分配などの機能を喪失しかねない状況にある。「基本方針」では、今後、
こうした「空洞化」の状況を是正し、基幹税としての機能を回復させ、経済社会の構造変
化への対応を図ることが課題であるとし、次のような「あるべき税制」の構築に向けた改
革の方針を示した。
（１）諸控除
わが国の個人所得課税は、家族構成など個々人の生活上の事情を納税者の担税力の減
殺要因とみて、様々な控除を設けている。このような控除のあり方について、「広く公平に
負担を分かち合う」との理念の下、①社会保障等の生活関連の「インフラ」整備等の進展
を考慮すれば、税制としては、できる限り簡素化・集約化する、②経済社会の中で行われ
る個々人の自由な選択に介入しないような中立的な税制にする、③「空洞化」を是正する
ため課税ベースを拡大する、との視点から見直す。このうち、基礎控除、配偶者控除、扶
養控除からなる人的控除の基本構造については、更に検討を深める。」20
この答申で強調されているのは、簡素化・中立化・課税ベースの拡大といった概念であ
る。この答申に限らず、平成に入ってからの税制調査会の答申においては、昭和時代に熱
心に議論されていた課税最低限に関する項目が減少し、かわって簡素・中立の概念が強調
されることが増加しているように思われる。これらの概念をより重視するならば、必然的
に、人的控除は縮小の方向に向かわざるを得ない。そして、先ほど引用した答申において、
ついに人的控除の縮小に踏み切ることとなった。
「２ 人的控除の簡素化・集約化
20 「平成 15 年度における税制改革についての答申―あるべき税制の構築に向けて―」第
二
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これまでの税制改正において、税負担の軽減のため、人的控除に係る各種の割増・加
算措置の拡充等が講じられてきた。これらの措置については、経済社会の構造変化に即応
して、個々人の自由なライフスタイルの選択に介入しないような中立的な税制にする観点
から是正を図り、人的控除の簡素化・集約化を進める必要がある。
（１）配偶者特別控除が創設された際には、主に専業主婦世帯を中心に税負担を軽減す
ることが念頭に置かれていた。その当時は、専業主婦世帯が最も典型的な家族類型であっ
たが、その後の経済社会情勢の変化により、現在では、共働き世帯数が専業主婦世帯数を
上回るようになってきた。女性の就業状況にも世帯主の補助的な就労から本格的な就労へ
の移行傾向がみられるようになっている。こうした経済社会の構造変化も顧みれば、配偶
者控除に上乗せして、言わば「二つ目」の特別控除を設けている現行制度は、納税者本人
や他の扶養親族に対する配慮と比べ、配偶者に過度な配慮を行う結果となっている。した
がって、当調査会としては、配偶者特別控除は廃止すべきであると考える。その際には、
負担増に配慮して段階的な縮減も考えられる。また、パート労働者の就労を阻害しないよ
う、税引き後の手取りの逆転現象に対する所要の配慮措置を講じる必要がある。」
この答申をきっかけとして、昭和 62 年に導入された配偶者特別控除は廃止されること
になり、それに代わってパート対策のための配偶者特別控除が創設された。したがって、
同じ配偶者特別控除であっても、両者は全く性質を異にするものであることに留意しなけ
ればならない。また、この答申以降、人的控除の縮小を求めるような答申が相次いで発表
されるようになり、この流れは現在に至るまで続いている。
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第 2 章 人的控除の現状
第 1 節 総論
この章では、第 1 章でふれた人的控除の沿革を踏まえたうえで、現在の人的控除がどの
ような状況にあるかについて検討する。特に、平成 21 年に民主党政権が誕生して以降の人
的控除の考え方について詳しく整理する。
所得税の創設以来、形を変えながら行われてきた人的控除であるが、近年、所得控除を
縮小し、これに代えて手当てを付与すべしとする考え方、いわゆる「控除から手当てへ」
という考え方が広がりを見せている。本来、人的控除の趣旨は、所得者の担税力に配慮し
ての最低生活費の保障である。その人的控除を縮小するという議論が広がる背景には、そ
の趣旨が現代の人々に理解されていないということがあるかもしれない。しかし一方で、
現行の所得控除が本当に最低生活費を保障できているのかについて、批判的に検討する必
要がある。
もし、課税最低限を引き下げたとしても、低所得世帯に十分な手当が支給されていれば
何ら問題ないという意見もある。確かに、理論的には所得控除も手当も、可処分所得を変
動させるという点で同じである。しかし、所得控除は、所得者の担税力に配慮するという
税制上の措置であるが、手当は、社会政策的な措置であり、両者は混同されるべきではな
いと考えられる。
また、所得控除の引き下げは、結果として納税義務者の数を大幅に増やすことにつなが
り、手当の増加もあいまって、行政コストの肥大化の原因となるだろう。
であるならば、むしろ既存の手当を縮小し、人的控除を大幅に引き上げる方が政策とし
て合理的であるかのように思われる。
第 2 節 基礎控除
所得税法 86 条は、基礎控除について次のように定めている。
「居住者については、その者のその年分の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額
から三十八万円を控除する。
2 前項の規定による控除は、基礎控除という。」
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基礎控除の現状については、はたして 38 万円という控除の金額が妥当なのかという問
題がある。
第 3 節 扶養控除
所得税法 84 条は、扶養控除について次のように定めている。
「居住者が控除対象扶養親族を有する場合には、その居住者のその念分の総所得金額、
退職所得金額又は山林所得金額から、その控除対象扶養親族一人につき三十八万円（その
者が特定扶養親族である場合には六十三万円とし、その者が老人扶養親族である場合には
四十八万円とする。）を控除する。
2 前項の規定による控除は、扶養親族という。」
なお、上記の条文中の用語につき、所得税法には以下の定義が存在する。
所得税法 2 条 34 号は、扶養親族の定義を次のように示している。
「扶養親族 居住者の親族（その居住者の配偶者を除く。）並びに児童福祉法（昭和二十二
年法律第百六十四号）第二十七条第一項第三号（都道府県の取るべき措置）の規定により
同法第六条の三第一項（定義）に規定する里親に委託された児童及び老人福祉法（昭和三
十八年法律第百三十三号）第十一条第一項第三号（市町村の取るべき措置）の規定により
同号に規定する養護受託者に委託された老人でその居住者と生計を一にするもの（第五十
七条第一項に規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の支払いを受
けるもの及び同条第三項に規定する事業専従者に該当するものを除く。）のうち、合計所得
金額が三十八万円以下である者をいう。」
所得税法 2 条 34 号の 2 では、控除対象扶養親族の定義を次のように示している。
「控除対象扶養親族 扶養親族のうち、年齢十六歳以上の者をいう。」
所得税法 2 条 34 号の 3 では、特定扶養親族の定義を次のように示している。
「特定扶養親族 控除対象扶養親族のうち、年齢十九歳以上二十三歳未満の者をいう。」
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所得税法 2 条 34 号の 4 では、老人扶養親族の定義を次のように示している。
「老人扶養親族 控除対象扶養親族のうち、年齢七十歳以上の者をいう。」
平成 22 年度の改正においては、民主党が掲げた「控除から手当てへ」のスローガンの下、
子ども手当てが創設されると同時に、子ども手当ての支給対象となる 16 歳未満の扶養親族
に対する扶養控除が廃止された。また、公立高校の無償化にあわせて、特定扶養親族のう
ち、年齢 16 歳以上 19 歳未満の扶養親族について、扶養控除の上乗せ部分が廃止されるこ
とになった。その後、子ども手当の金額は改正されているが、扶養控除の金額について、
目立った改正の動きはない。平成 24 年度税制改正大綱においては、扶養控除はほとんど触
れられていない。
第 4 節 配偶者控除
所得税法 83 条では、配偶者控除について、次のように定めている。
「居住者が控除対象配偶者を有する場合には、その居住者のその年分の総所得金額、退職
所得金額又は山林所得金額から三十八万円（その控除対象配偶者が老人控除対象配偶者で
ある場合には、四十八万円）を控除する。
2 前項の規定による控除は、配偶者控除という。」
なお、上記の条文中の用語につき、所得税法には以下の定義が存在する。
所得税法 2 条 33 号では、控除対象配偶者の定義を次のように示している。
「控除対象配偶者 居住者の配偶者でその居住者と生計を一にするもの（第五十七条第一
項（事業に専従する親族がある場合の必要経費の特例等）に規定する青色事業専従者に該
当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第三項に規定する事業専従
者に該当するものを除く。）のうち、合計所得金額が三十八万円以下である者をいう。」
所得税法 2 条 33 号の 2 では、老人控除対象配偶者の定義を次のように示している。
「老人控除対象配偶者 控除対象配偶者のうち、年齢七十歳以上の者をいう。」
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所得税法の条文の中には、「配偶者」を定義する条文が存在しない。配偶者の定義につい
ては、以下のように、民法の概念を採用している。このため、内縁の配偶者は、配偶者控
除を受けることができないと解されている。このことについては、所得税基本通達 2－46
で次のように示されている。
「法に規定する配偶者とは、民法の規定による配偶者をいうのであるから、いわゆる内縁
関係にある者は、たとえその者について家族手当等が支給されている場合であっても、こ
れに該当しない。（平 18 課個 2－18、課資 3－10、課審 4－114 改正）
（注） 外国人で民法の規定によれない者については、法の適用に関する通則法(平成 18
年法律第 78 号)の規定によることに留意する。」
なお、民法 739 条 1 項は、婚姻の効力について以下のように定めている。
「婚姻は、戸籍法 （昭和二十二年法律第二百二十四号）の定めるところにより届け出
ることによって、その効力を生ずる。」
現在の配偶者特別控除は、平成 6 年 12 月の税制改正以来、38 万円（老人控除対象配偶
者については 48 万円）となっている。
平成 22 年度の税制改正において扶養控除が削減された際には、併せて配偶者控除も削減
すべきであるという意見があったが、配偶者控除についての議論は先送りされた。平成 24
年度税制改正大綱においても、改正は先送りされ、以下のように記述されている。
「配偶者控除については、配偶者控除を巡る様々な議論、課税単位の議論、社会経済状況
の変化等を踏まえながら、引き続き、抜本的に見直す方向で検討します。」
第 5 節 配偶者特別控除
所得税法 83 条の 2 は、配偶者特別控除について、次のように定めている。
「居住者が生計を一にする配偶者（他の居住者の扶養親族とされる者並びに第五十七条第
一項（事業に専従する親族がある場合の必要経費の特例等）に規定する青色事業専従者に
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該当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第三項に規定する事業専
従者に該当する者を除くものとし、第二条第一項第三十号（定義）に規定する合計所得金
額（以下この項及び次項において「合計所得金額」という。）が七十六万円未満であるもの
に限る。）で控除対象配偶者に該当しないものを有する場合には、その居住者のその年分の
総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額から次の各号に掲げるその配偶者の区分に応
じ当該各号に定める金額を控除する。
一 合計所得金額が四十万円未満である配偶者 三十八万円
二 合計所得金額が四十万円以上七十五万円未満である配偶者 三十八万円からその配
偶者の合計所得金額のうち三十八万円を超える部分の金額（当該超える部分の金額が五万
円の整数倍の金額から三万円を控除した金額でないときは、五万円の整数倍の金額から三
万円を控除した金額で当該超える部分の金額に満たないもののうち最も多い金額とする。）
を控除した金額
三 合計所得金額が七十五万円以上である配偶者 三万円
2 前項の規定は、同項に規定する居住者の合計所得金額が千万円を超える場合及び同項に
規定する居住者として同項の規定の適用を受けている場合には、適用しない。
3 第一項の規定による控除は、配偶者特別控除という。
配偶者特別控除は、平成 16 年の改正により、控除対象配偶者（合計所得金額が 38 万円
以下の配偶者）に対する控除部分は廃止され、38 万円超 76 万円未満の配偶者に対する部
分のみが継続している。
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（内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書」平成 16 年度版より引用）
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第 3 章 諸外国における人的控除
わが国の所得税制においては、人的事情に配慮するためにいくつかの所得控除が設けら
れているが、人的事情にどう配慮するかについては、国ごとに大きな差がある。たとえば、
わが国のように個人単位課税を採用しつつ、所得控除で配慮する国もあるが、わが国と異
なる課税単位を採用している国もある。また、社会保障制度と組み合わせた制度を採用し
ている国もある。このような大きな差がある背景には、人的控除が採用された経緯・背景
に差があるものと思われる。たとえば、歴史的に自助の精神を大切にしてきたアメリカと、
世界で初めて憲法に社会権を明記したドイツでは、おのずから選ばれる制度には差が生じ
るであろう。
たとえば、ドイツの連邦憲法裁判所は、基礎控除が生活保護などの社会保障額を大幅に
下回る所得税は憲法に違反すると決定している。(1992 年 9 月 25 日決定)
第 1 節 アメリカ合衆国
1．二分二乗方式
アメリカの所得税制の特徴の一つとして、二分二乗方式が挙げられる。
アメリカ合衆国において、連邦所得税が採用されたのは１９１３年のことであったが、
当初の課税単位は個人単位であった。しかしながら、各州の自主性が強いアメリカ合衆国
においては、各州を統一した財産制度は存在しておらず、それは州ごとに規定されていた。
そして、ラテン系の州は夫婦共有財産制を採用しており、一方でアングロ・サクソン系の
州は夫婦別産制を採用していた。このため、夫婦共有財産制を採用している州においては、
連邦所得税が個人単位で課税されることとの矛盾が問題となった。
アメリカ合衆国の課税単位の議論に多大な影響を与えたのが、１９３０年に連邦最高裁
判所でなされた判決（シーボーン判決）である。この裁判は、夫婦共有財産制を採用して
いた州に住む夫婦が、夫婦共有財産制を根拠として、夫が得た所得につき、その半分を夫
の所得、もう半分を妻の所得として申告したところ、内国歳入庁がその全額を夫の所得と
する更正処分をなしたことに対する裁判である。
この判決において、連邦所得税が対象とする所得の帰属は、それぞれの州の財産法に基
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づいて判定されるべき旨を示し、夫婦の主張が認められることになった。
この判決により、夫婦共有財産制を採用する州においては、夫婦はその所得を分割して
申告することが認められるが、夫婦別産制を採用する州においては、それを認めないとい
うことになったため、州によって課税の不公平が生じることになり、制度改正を求める意
見が相次いだ。
このため、１９４８年の改正において、夫婦は、所得税を申告する際に、共同申告して
夫婦間で所得を分割する方法と、別々に申告する方法を選択することが認められた。この
結果について、金子宏氏は以下のようにまとめている。
「二分二乗制度は、シーボーン判決の結果として生じた地域的不公平の是正を目的とする
ものであり、その採用は州によって夫婦財産制が区々であるというアメリカ合衆国の特殊
な事情によるものであった。その意味では、それは歴史的偶然の産物であったといえよう。」
21
我が国の所得税の課税単位に関して、税制調査会などの議論において、二分二乗制度は
独身者に対して既婚者を優遇すること、特に片稼ぎの既婚者を優遇することが問題点と指
摘されていた。この批判は、二分二乗制度が実際に導入されたアメリカでも同様であった。
このため、その後の制度改正においては、不公平を是正するためのいくつかの措置が導入
された。
その中でも特に大きな改正は、1969 年の制度改正である。この改正においては、所得税
の税率が、それまで納税者の世帯の状況にかかわらず単一税率であったものが、世帯によ
って複数税率を適用するという根本的な改正がなされた。これは、二分二乗方式が、単身
世帯に対して既婚者に有利であり、またその利益が高額所得者ほど大きくなるという批判
に応えたものである。
複数税率などという複雑な制度を導入するのであれば、そもそも二分二乗方式を廃止す
ることも考えられたであろうが、二分二乗方式のほうが、行政としても便宜的であるし、
また一般的な夫婦世帯の経済的実態にも合致しているのであるから、このような制度に落
ち着いたのであろう。
21 金子宏「課税単位及び譲渡所得の研究」有斐閣 平成 8 年 9 頁
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2．控除制度（勤労所得税額控除）
もう一つの特徴として、EITC（勤労所得税額控除）を取り上げる。
現在、我が国の民主党政権の一部には、所得税や消費税の増税に際して、給付付き税額
控除を導入すべしという意見がある。この EITC は給付付き税額控除の議論のもととなっ
た制度である。
具体的には、ある一定の低所得者が稼得した勤労所得につき、その一定割合の税額控除
を与え、さらにその税額控除が、納税者が負うべき所得税額や社会保障税額の合計を超過
したならば、差額を還付するというものである。
EITC が特徴的である点は、その勤労所得額と税額控除額の関係である。それは、逓増区
間、一定の区間、そして逓減区間に区分することができる。
まず、勤労所得の金額がある一定の金額に達するまでの間は、税額控除の金額は勤労所
得の金額におうじて増加する。これを逓増区間と呼ぶ。次に、勤労所得の額が逓増区間を
超えた場合、逓減区間までの間、税額控除の金額は一定となる。そして、逓減区間におい
ては、勤労所得の金額が増加するにつれて税額控除の金額は減少することになる。
なお、逓増区間や逓減区間の基準となる金額は、納税者が扶養すべき家族（適格児童と
呼ぶ）が何人いるかによって異なっており、適格児童なし、1 名、2 名以上によって異な
っている。そして、適格児童 2 名以上のケースが、もっとも納税者にとって有利となるよ
うに基準額が定められている。
さて、この EITC の制度であるが、擁護派と否定派で様々な議論が交わされている。彼
らが主張することをまとめると次のようになる。
まず、擁護派の主張は、①適格児童の人数に応じて、多くのメリットを享受できるため、
「家族」を優遇すること。②低所得者にとって、税額控除の額が増加する間は、勤労所得
を増やそうとするインセンティブが働くこと、などがあげられる。
一方で、否定派の主張は、①結婚、適格児童の数など、世帯構成によって税額が変動す
るため、婚姻、出産に対して中立的でないこと。②納税者の勤労所得が、税額控除が減少
する区間に入ると、かえって勤労に対してディスインセンティブが発生すること、などが
あげられる。
上記のような両者の主張を比較すると、それは表裏一体であることがわかる。たとえば、
勤労のインセンティブを高めるためにさらに税額控除の額を増すならば、逆にディスイン
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センティブの部分も必然的に大きくなってしまうのである。
結局のところ、EITC を肯定するか否定するかは、EITC 制度の趣旨をどのように考える
かによって決まってくるのだろう。たとえば、税制の中立性を重視するのか、所得の再分
配を重視するのか、それとも国民全体での労働時間を増やすことを重視するのか、によっ
てこの制度の評価は変わったものになるだろう。
ところで、この議論は、我が国における人的控除の議論にも当てはまる。人的控除の評
価は、税制の中立性を重視するならば否定的にならざるを得ない。一方で、納税者の経済
的実態をより重視するならば肯定的に評価されるだろう。
第 2 節 フランス共和国
1．N 分 N 乗方式
フランスの所得税制の特徴として、N 分 N 乗方式が挙げられる。これは、アメリカなど
で採用されている二分二乗制度を、さらに家族全体まで広げたものである。すなわち、課
税は世帯単位で行われ、その除数 N は、夫及び妻が 1、子ども 1 人当たり 0.5 として産出
されている。そして、世帯主が一括して所得税を納めることになる。この制度が導入され
たのは 1945 年であるが、当時は第二次世界大戦により、フランスにおいても多くの国民
が戦死していた。このため、この制度はアメリカに比べて、人口政策上の考慮の趣旨がよ
り強いものである。さらにその後の改正において、第三子以降の除数が 0.5 から 1 に引き
上げられたため、ますます人口政策の色合いが強くなっていった。
このシステムに対する批判としては、もともと非課税か、最低の税率しか適用されない
低所得者には、大家族になってもほとんど恩恵がない一方で、高所得者が大家族を構成し
た場合には多大な税負担軽減の効果が生じるという点である。このため、フランスにおい
ては、所得税率のブラケットを狭くし、所得税率が比較的低い所得水準から早めに上昇す
るようにすることで、高所得者でなくともそれなりの恩恵が受けられるような工夫がなさ
れている。しかしながら、結果として所得税率は極めて累進的となり、脱税率を悪化させ
る一因であるとの批判がある。また、別の批判として、相対的に独身者の税負担がかなり
重くなってしまっているという副作用がある。
なお、現行の N 分 N 乗制度に対して、アメリカ合衆国のような二分二乗制度を採用し、
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子どもについては一定の扶養控除を認める（さらに第三子以降はその控除額を倍にする）
というような制度に変更すべきという意見も存在しているが、あくまで少数意見にとどま
っている。
我が国が税制に人口政策を加味した事例としては、先述した昭和 15 年の税制改正があ
げられる。しかし、第二次世界大戦後の我が国の所得税制においては、少子高齢化が大き
な問題になっているにもかかわらず、人口政策を趣旨とした税制改正は行われているとは
いえない。税制調査会等の議論で、二分二乗方式、及び N 分 N 乗方式は議論の対象にな
ってきたが、現在に至るまで導入には至っていない。むしろ、最近の議論は、税制の中立、
簡素をもっぱら重視し、できる限り世帯構成などが税額に与える影響を抑える方向に進ん
でいる。
２．控除制度
フランスにおいては、N 分 N 乗方式を採用することにより、扶養親族が存在することが
自動的に税額に影響を与えるため、扶養親族の存在それ自体に対する控除は、原則として
存在しない。しかし、政策的に子育て支援を重視しているフランスは、日常の子育てに生
じるような費用についても、所得控除や税額控除で認めることがある。現行制度の一例を
挙げると、子守のために雇った家政婦の費用や、一定年齢以下の子供を託児所に預けた場
合の費用といった類の支出についても、条件を満たせば税制上の恩典が与えられる。
このように、フランスの所得税制は、社会政策的な要素が強く反映された税制であるた
め、我が国の所得税制と比較するに当たっては、その性質が大きく異なるという点に十分
に留意しなければならない。
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第４章 人的控除の問題点
第１節 基礎控除
基礎控除については、現行の３８万円という控除金額が妥当なのかどうかという問題が
ある。前述のシャウプ勧告、及びその後の高度経済成長期の税制改正においては、納税義
務者の最低生活費を確保することを目安として、控除を拡大してきた。しかしながら、平
成６年１２月の税制改正において、３５万円から３万円引き上げたのを最後に、控除金額
は２０年近く据え置かれている。そして、現実には、１年間あたり３８万円、すなわち１
カ月あたり３万円強で生活することは困難である。22もし、基礎控除の目的が最低生活費
の保障にあるならば、現行の金額は低きに失するといえる。
しかしながら、シャウプ勧告の際の議論と同様に、最低生活費を完全にカーヴァーする
ような基礎控除を設けた場合、大幅に所得税収が減ってしまうことになる。このため、ど
のような水準が適切なのか問題となる。
課税最低限の在り方については、古くから税制調査会で様々な議論が交わされてきた。
たとえば、昭和 41 年 12 月中間答申では、次のようにまとめられている。
「課税最低限の水準いかんは直ちに納税人員の大小に影響するから、課税最低限は基本的
には累進税制による所得再分配を図る対象人員選定の基準を意味する。このほか課税最低
限のもつ機能として最低生活水準の維持、最低税率適用者の累進度の緩和及び家族の規模
に応ずる税負担の差異の調整等が考えられている。
ところでわが国においては１人当たり国民所得水準が低く、かつ所得階級構成は底辺部
分の人員の広がりが相対的に大きいと考えられるので、課税最低限の若干の移動は納税者
数の変動に大きな影響をもたらすはずである。しかしながら、最近における就業構造の著
しい変化、初任給水準の急上昇の結果、あいつぐ人的控除の引き上げにもかかわらず納税
22 この金額は、現在の一人当たり生活保護基準額を大幅に下回っている。たとえば、東京
都新宿区の場合、20～40 歳の単身世帯であれば、その基準額は第Ⅰ類（個人として必要な
お金であり、年齢に応じる）40,270 円、及び第Ⅱ類（世帯として必要なお金であり、世帯
人員に応じる）43,430 円であり、さらに条件に応じて住宅等の各種扶助が加えられる。も
ちろん、この生活保護基準額が高すぎるという批判も可能だが、それを差し引いても月 3
万円強というのは最低生活費としては不十分であるだろう。
33
者数は逐年上昇し、昭和３９年度で有業人口の約５５％を占めるにいたっており、現に新
規高校卒業者に対してもそのかなりの部分が採用初年度において所得税を納めなければな
らないという実情は注目すべきであろう。」23
上記にある通り、高度経済成長期には国民の所得は急速に上昇しており、人的控除の引
き上げはそれに追いついていなかった。このため、有業人口に占める納税者の割合はどん
どん上昇し、もはや高卒初年度の年収でも所得税の納税義務者になるものが増えてきてい
た。
現在のように国民が十分に豊かになっているならば、高校卒業後の初年度に、所得税を
課すこともやぶさかではないと考えるが、この当時はそこまで豊かではなかったため、さ
らなる課税最低限の引き上げが必要とされたのである。
先ほど取り上げた昭和 41 年 12 月中間答申では、具体的に留意すべき点について、以下
のように指摘している。
「このような事情から、課税最低限の決定に当たっては特に次の諸点に留意する必要が
ある。
① わが国の 1 人当たり国民所得水準は先進諸国に比べるとまだ相当低いので、最低生活
水準を維持する所得に対して負担を求めないことはもとより、さらに進んで家計にゆとり
を持たせるため、従来マーケットバスケット方式によって算定されてきた基準生計費の水
準を上回って貯蓄のためのゆとりを織り込んで課税最低限の水準を決定することが望まし
い。その際、消費者物価の影響による生計費の増加については、実質生活水準の引き下げ
とならないような特段の配慮が必要であろう。
② わが国の所得階級別の人員構成において、相対的に中以下の層の広がりが大きく、高
額所得者の層が薄いことは、一つには課税最低限の水準いかんが納税者数の変動に大きな
影響を及ぼすことを意味するが、また同時にこれまで所得税収の多くを中堅所得層以下の
所得層に依存しなければならなかったという事情にも通ずる。したがって課税最低限の決
定に当たっては、所得税に対する歳入依存度との関連において税収と課税最低限の関係を
も念頭におく必要があろう。
③ 有業人口に対する所得税の納税者割合は、所得者のうちどの程度を所得税の納税者に
23 昭和 41 年 12 月中間答申 第 2.4(2)イ.(イ)a
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するかということを示すものであるが、この割合は漸次増加する傾向にある。これは主と
して給与所得者数の増加によるもので、それも新規学卒者のかなりの部分が所得税を納め
なければならないという独身世帯に対する課税最低限の相対的低さに主因があると考えら
れている。諸外国に比べると就業構造の違いを反映して有業人口に対する納税者の割合は
低いようであるが、このように多くの独身世帯層に所得税の負担を求めている事情は、所
得税の所得再分配機能等からみて検討の要があろう。
④ 個人の所得に対する租税としては、所得税のほかに住民税所得割があるが、所得税は
住民税に比べて所得の再分配機能が強く、また、わが国の住民税はその課税最低限を所得
税よりも低いところに置かざるをえないことを考えると、所得税の課税最低限は、住民税
の負担を考慮した適当な高さを保つ必要があろう。
⑤ 所得税がその機能を十分発揮するためには、納税者の協力が前提となることはいうま
でもない。したがって、特に納税者の自主申告をたてまえとする所得税制においては、納
税者の適正な記帳能力を考慮する等自主的な納税協力が相当期待できる程度の所得水準を
もって課税最低限の目安とするような配慮が望ましい。
⑥ 所得税の課税最低限は、前述のように住民税の負担はもちろん家計が負担する消費税
その他の税負担もあわせて考慮し、さらにそれらの租税の納税協力の程度あるいは税務執
行の状況と所得税のそれとを比較秤量して、適正な水準を決定する必要がある。所得に応
ずる累進的課税を通じて国の財政を批判できることは所得税の大きな長所でもあるが、そ
の反面所得税にあまり大きく依存すると時に所得税のもつ欠陥も目立ってくることを忘れ
てはならない。」24
課税最低限を定めると一口にいっても、上記のような数多くの考慮すべき点が存在して
おり、容易に決められるものではない。
第２節 扶養控除
扶養控除の改正の方向性としては、大きく二つの方向性が考えられる。すなわち、①人
的控除として拡充する②扶養控除は廃止し、手当に移行する、という方向性である。
加えて、現在の税制調査会においては、将来的に給付付き税額控除が導入されるならば、
24 昭和 41 年 12 月中間答申 第 2.4(2)イ.(イ)
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それに合わせて扶養控除のあり方を改めて議論するとしている。
そもそも、扶養控除が導入された理由は、扶養すべき家族が存在することにより、納税
者の担税力が減殺されることを考慮し、もって納税者の自主的な扶養を後押しすることに
あった。しかしながら、近年の議論では、そもそもの扶養のあり方について異なる価値観、
すなわち社会全体として子供や高齢者を支えるべきという考え方が強まっており、このよ
うな価値観の変化が税制調査会の議論にも大きな影響を与えている。
ここで、シャウプ勧告を振り返ってみると、当時税額控除であった扶養控除に対し、所
得控除とすべきであると勧告している。その趣旨については、おおむね以下のようにまと
められている。
「① 所得税申告の際の控除方式が基礎控除について既に所得控除方式を採用してい
たことから、今までの二本立てを改めて、一本立てにした方が簡素であること、②所得控
除方式は、扶養によって生ずる所得税額の差異を所得税の増加するに従って増加するもの
である結果、全体として、特に、高額所得層における大世帯と小世帯との間における税負
担の分配がより公平なものになること、③地方団体が、所得税申告書に記載の控除後の所
得額を住民税の一部の賦課標準に利用する際に便利であること」25
これをみると、税額控除ではなく扶養控除をよしとする理由は、必ずしも確固たるもの
ではないことが分かる。上記の①および③については、あくまで技術的な問題である。
扶養控除の性質にかかわる問題は、②の通り、高額所得層における税負担の公平の問題
である。そして、この高額所得者の税負担軽減効果が大きいことが、まさに現在の扶養控
除に対する批判の中心になっている。
現在の民主党政権が誕生した直後に作成された平成 22 年度税制改正大綱では、以下の
ような指摘をしている。
「現行所得税の所得控除制度は、結果として、高所得者に有利な制度となっています。
なぜなら同額の所得を収入から控除した場合、高所得者に適用される限界税率が高いこと
から高所得者の負担軽減額は大きくなる一方で、低い税率の適用される低所得者の実質的
25 酒井克彦「扶養控除の簡素化と税額控除への移行構想に関する若干の考察（上）」 税務弘
報 2009 年 1 月号 91 頁
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な軽減額は小さくなるからです。
例えば、0 歳から 15 歳までの子どもを対象とする扶養控除は子育て支援の機能を有して
いますが、同じ３８万円の所得控除を適用した場合、高所得者が１０万円を超える減税に
なるのに対して、低所得者では２万円の減税にもなりません。
所得控除を一律の税額控除に変えれば、限界税率の低い低所得者ほど所得比で見た負担
軽減効果が大きい仕組みになります。手当は相対的に高所得者に有利な所得控除に代えて
現金給付を行うものであり、定額の給付であることから相対的に支援の必要な人に実質的
に有利な支援を行うことができます。」26
人的控除か、給付付き税額控除（または手当）のどちらがいいかという判断は、結局、
税及び社会保障をどのような哲学を持って考えるかによって左右されると考えられる。す
なわち、これまでの我が国と同様に、国民の自助をまず尊重し、それができなければ共助
でこれを補い、それもできないときに初めて公助によって国民を助けるという姿勢を好ま
しいとするならば、人的控除を今後も堅持すべきであるし、逆に現在の民主党政権のよう
に、社会が人々を支えるという価値観を重視するならば、扶養控除に限らず、人的控除全
般を軒並み縮減して、できる限りの手当を支給すべきということになるだろう。
ところで、給付付き税額控除については、理論面からの問題もあるが、実務面でも問題
がある。それは、課税庁が還付の処理に忙殺されるのではないかという懸念である。つま
り、その税額控除の水準にもよるが、比較的高い控除額が設定されると、税務署に還付請
求が殺到し、本来の徴収業務がおろそかになってしまう恐れがある。また、給付付き税額
控除には、不正な還付請求の可能性も生じる。たとえば、既に給付付き税額控除が導入さ
れているアメリカ合衆国では、内国歳入庁のデータによると、2004 年課税年において、還
付総額に対し、その 23 パーセントから 28 パーセントが過大な還付額であったと報告して
いる。もともと、我が国のサラリーマンは、所得税が源泉徴収されているため、確定申告
を行う義務のない人が多い。このような、確定申告に不慣れな納税者が申告をした場合、
不正還付の意図はなくても、誤って過大な申告をしてしまう可能性が高い。また、その混
乱に乗じて故意に不正な還付を要求する納税者も現れるだろう。このため、税務署に生じ
る事務処理増大のコストに加え、納税者に対する広範な啓蒙活動や、納税者を支援する
NPO などの社会インフラが必要になるだろう。（アメリカ合衆国では、有償・無償の数多
26 平成 22 年度税制改正大綱
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くの支援組織が、納税者の申告作業を支えている）
第３節 配偶者控除
１．課税単位
配偶者控除の問題として、そもそもなぜ配偶者控除が必要なのかという議論があり、廃
止を主張する識者も存在する。この議論に当たっては、課税単位の問題を取り上げること
が必要になる。とくに、アメリカ合衆国では二分二乗方式、フランスでは N 分 N 乗方式
といった、我が国とは異なる課税単位を採用しているため、これらを比較しながら検討す
る。
配偶者控除と課税単位の関係につき、当時の大蔵省主税局財務調査官は、次のとおり説
明している。
「配偶者控除は、所得の稼得に対する配偶者の貢献を認め、現行の如く単に扶養親族の
1 人として取り扱うのは適当ではないからであるが、これは同時に所得税の課税単位の問
題と絡んでいる。この点については、米国や西独で夫婦の所得を合算して二分二乗方式で
課税する制度も検討されたが、今そこまで進むことは、高額所得者が著しい負担軽減を受
けることになるので見送られたのである。」27
このように、当時二分二乗方式が採用されなかった理由として、高額所得者の恩恵が大
きいということを掲げている。この議論は、配偶者控除が導入されて以来、現在に至るま
で続けられている。たとえば、平成 17 年 6 月に発表された論点整理では、課税単位につ
いて以下のように触れられている。
「配偶者に関する税制に関して、課税単位について 2 分 2 乗方式を採用してはどうかと
の議論がある。2 分 2 乗方式の下では適用される税率が平均化されるとともに、課税ベー
スとしては夫婦それぞれに基礎控除が適用されることとなる。同方式の下では結婚にメリ
ットがある一方で、専業主婦のいる高所得世帯がより有利になるといったことが指摘され
ている。課税単位の問題については、夫婦のあり方、財産制度、配偶者の就労に対する中
27 泉美之松「税制調査会の答申について」税務弘報 1961 年 1 月号 4 頁
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立性確保の要請といった観点を踏まえ、引き続き検討していくべき課題であろう。」28
「子育てと税制に関連して、N 分 N 乗方式を採用してはどうかとの議論がある。N 分 N
乗方式を導入しているフランスには人的控除は存在しないが、世帯にとっては税率不適用
所得を N 回使用することとなり、適用税率の平均化とあいまって、子供を多く抱える世帯
の負担軽減に寄与すると言われている。一方、わが国においては、子供の扶養に見る担税
力の減殺を調整する観点から扶養控除が設けられ、また納税者の多くが最低税率適用のみ
で済む税率構造となっている結果、個人単位課税の下であっても、世帯全体で見た税負担
への配慮は N 分 N 乗方式と同様の効果を持ち得るものである。29わが国では、戦後の家族
制度の改正を背景に個人単位課税とされて以降、課税単位としては個人単位が維持されて
きており、基本的にはこの制度が適当である。いずれにせよ、少子化社会に対応した税制
をいかに構築するかといった観点から、財産制度との関連も踏まえつつ、子育てと課税単
位の問題について引き続き検討していく必要があろう。」30
２．事業専従者
配偶者控除をめぐっては、その控除対象配偶者と、事業専従者の関係が問題となる。
そもそも、事業専従者控除の始まりは、昭和２７年に創設された青色事業専従者に対す
る控除である。これは、税務行政の十分なリソースが確保できない状況下において、少し
でも個人事業者に適切な青色申告を普及させようという意図のもとに行われたものである。
これにより、青色申告者の事業にかかる家族内の専従者については、支払われた給与のう
ち、労務の対価として相当と認められる部分について、納税者の必要経費に算入できるこ
とになった。
ところが、青色申告の納税者のみにこのような恩典を認めた結果、青色申告と白色申告
の納税者の間で、大きな納税額の差が生じるようになってしまった。このため、白色申告
者についても、事業に専従する家族について一定の恩典を与えるべきだとの議論が起こり、
28 平成 17 年 6 月 個人所得課税に関する論点整理 3(1) ロ）
29 平成 17 年当時の所得税率は、課税所得 330 万円までが最低税率の 10 パーセントであ
ったため、多くの国民がこの 10 パーセントの範囲に収まっていた。その後、平成 19 年改
正において最低税率は、課税所得 195 万円までで 5 パーセントとなった。
30 平成 17 年 6 月 個人所得課税に関する論点整理 3(2) ハ)
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昭和３６年には白色申告者にも一定額の事業専従者控除が認められることになったのであ
る。ちなみに、昭和３６年度いえば、配偶者控除が扶養控除から独立して創設されたのも
この年の改正であった。
問題となるのは、配偶者控除と事業専従者給与の金額の差である。現在の配偶者控除は
３８万円であるのに対し、事業専従者給与は、白色であっても最大で８６万円まで必要経
費とみなすことができる。もし青色であればこの金額はさらに大きくなるであろう。
結局のところ、このような金額の差が生じてしまう理由は、上記の答申にある通り、「主
婦の家事労働をどうみるか」ということにある。すなわち、事業専従者の給与が労働に対
する対価として擬制されているのに対し、配偶者控除をうける配偶者の家事労働は、かな
り低く評価されているということである。
３．女性の社会進出
配偶者控除をめぐっては、しばしば女性の社会進出の障壁となっているとか、性差別を
助長するといった批判がなされる。
しかし、そもそも配偶者控除は、女性のみが対象となる寡婦控除とは異なり、女性のみ
を対象としたものではない。31確かに、女性が専業主婦であることを前提とした議論なら
ば、それは性差別の問題として議論できるかもしれない。しかし現実には、女性の社会進
出が進み、女性が専業主婦になる割合は減少している。逆に、女性が世帯での稼ぎ頭にな
るケースも徐々にではあるが増えてきている。
このため、配偶者控除が性差別であるなどという議論は、近い将来にはもはや成立しな
くなるのではないかと考えられる。
第 4 節 「控除から手当てへ」の問題点
民主党政権が、「控除から手当てへ」を主張した趣旨は、それが所得再分配により資する
31 寡婦控除と寡夫控除は、性別以外が同じ条件でも、性別によって控除額が異なるケースがあ
るため、性差別の問題として議論することはありうる。一方、配偶者控除については、法律上
性別はまったく関係がないのである。
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というものであった。確かに、所得控除は、累進課税を前提とすると、適用税率の高い高
所得者のほうが、控除額が大きくなっている。
しかし、民主党政権の見解は、問題を一面的にしかみていないものである。高所得者の
ほうが結果として所得控除の恩恵が大きくなるということは、高所得者が高い税率で税金
を払わなければならないことと表裏一体であり、どれだけ所得控除を大きくしても、高所
得者が低所得者より所得税額が少なくなることはないのである。もし、所得税の累進性を
強化したいのであれば、税率を改正すればよいのである。累進性のために所得控除を削減
しようという見解は、適切ではないと考える。
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第５章 人的控除のあるべき方向性
第 1 節 基礎控除
第４章で述べたとおり、現行の基礎控除の問題点は、その金額が低きに失するという点
である。しかし、あまり基礎控除を引き上げてしまうと、課税ベースが小さくなりすぎて
しまう。このため、基礎控除の額はいかなる基準によって決定すべきかが問題となる。こ
れについては、さまざまな有識者が、いろいろな基準に基づいて適正と考える金額を提示
してきている。
ここで筆者は、老齢基礎年金（国民年金）を満額受給するケースを基準として、年８０
万円前後が理想的な基礎控除の額ではないかと考えている。すなわち、現行の３８万円か
らおおむね倍増ということになる。
国民年金制度は、日本国憲法第２５条の理念に基づいて、すべての国民を対象に、老齢、
障害又は死亡による所得の喪失・減少により国民生活の安定が損なわれることを国民の共
同連帯により防止し、健全な国民生活の維持及び向上に寄与することを目的とする公的年
金制度である。そして、その給付額は、我が国の財政の制約がある中で、おおむね国民が
安定した生活を送るための最低限度の金額に設定されている。（一般的な生活保護受給者の
受給額よりも低くなっている。）
以上より、筆者としては、基礎控除の趣旨が納税者の最低生活費を保障するということ
にかんがみて、このような考えをもった。
第２節 扶養控除
１．人的控除か扶養控除か
まず、人的控除か、それとも（給付付き）税額控除か、という問題であるが、第 4 章で
述べたとおり、納税者の自主的な努力を後押しするのか、それとも社会全体で公助を拡大
するのか、という哲学をどうとらえるかによって評価が左右されると考えている。
ここで、現在の厳しい財政事情を考えるならば、手当を拡大するような政策は早晩頓挫
することが明らかである。現在、民主党政権は、厳しい財政事情を勘案して、消費税の引
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き上げを検討している。具体的には、2014 年 4 月に 8 パーセントへ引上げ、さらに 2015
年 10 月には 10 パーセントへ引き上げるという案が有力となっている。社会的な弱者を救
済すると言いながら、消費税を引き上げなければ財源がないというのであれば、もはやこ
の理屈が破たんしているとしか言いようがないのである。
また、第 4 章でもふれたとおり、現在 EITC を採用しているアメリカは、不正還付の問
題を抱えており、その改善に苦労しているところである。
以上から、給付付き税額控除は、理論としては採りうる選択肢の一つとみなすことがで
きるが、我が国の現状を考えると、その導入は極めて困難であるし、強引に導入すること
は我が国の課税システムに深刻な問題をもたらすと思われる。このため、筆者としては、
引き続き扶養控除は人的控除としてなされるべきであると考える。
２．控除額
扶養控除の金額は現在 38 万円であるが、どの程度が妥当であるかという問題がある。
ここは、扶養親族の最低生活費を保証するという意味で、基礎控除と同様に八十万円前後
まで倍増すべきではないかと考えている。
なお、扶養控除には、特定扶養親族をはじめとして、特定の親族に対するいくつかの割
増措置が導入されている。特定扶養控除については、平成１９年の税制調査会の答申で以
下のような記述がある。
「年齢１６歳以上２３歳未満の扶養親族を対象とした特定扶養控除は、働き盛りで収入
は比較的多いものの、教育費等の支出がかさみ生活にゆとりのない世代の一層の負担軽減
を図る観点から設けられたものである。近年の累次の税制改正によって累進構造が緩和さ
れてきたことや、子どもの教育に対して、いつどの程度の費用をかけるかについては個々
の家庭によって事情は様々であること等を踏まえれば、その意義は薄れてきている。」
筆者としては、扶養控除が現行の３８万円という水準を前提とするならば、ある程度の
割増措置が必要だと考えているが、もし基礎控除や扶養控除の大幅な引き上げが実現する
のであれば、その使命を終えたと考えて、廃止すべきではないかと考える。
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第３節 配偶者控除、配偶者特別控除
１．課税単位
配偶者控除の改正の方向性としては、課税単位が現行の個人単位でよいのかという問題
がある。すなわち、アメリカのような夫婦を単位とする制度や、フランスのように世帯を
単位とする制度と比較して、もっとも好ましい制度はいずれかを考える。
筆者が思うに、夫婦の経済的実態を考えれば、確かにある程度の差はあるとしても、夫
婦の所得とは、すなわち両者の協力によって生み出されているものであるから、夫婦単位
がその実態にもっとも即しているのではないかと考えている。
また、課税行政上の便宜を考えれば、個人単位よりも、夫婦単位、世帯単位のほうがま
とめて処理できる分だけコストが減ることが期待できるのではないだろうか。
さらに、アメリカのように夫婦単位で所得を分割したり、フランスのように世帯で所得
を分割したりすることで、結婚や出産に対する税制上のインセンティブがもたらされるこ
とになる。
上記のような様々なメリットのある制度であるため、二分二乗や N 分 N 乗制度は、幾
度となく税制調査会での議論の的となってきた。しかしながら、議論の中では、そのデメ
リットの方が強調されており、結果として導入は困難という結論が与えられ続けてきた。
改めて、その指摘されているデメリットを見てみると、大きく分けて二つあり、①配偶
者、子の有無による税負担の変動が大きくなりすぎる恐れがある②共働きが相対的に不利
になって、女性の社会進出を抑制するという性差別になる、といった点が主なデメリット
とされている。
上記のうち、②については、必ずしもそれがデメリットであると筆者は考えない。確か
に、人口減少に伴って労働力が低下していく中で、女性の労働力は貴重な存在であるかも
しれない。しかしながら、女性の多様なライフスタイルを認めるという観点からは、家庭
を重視したライフスタイルを選ぶことを否定することはできないであろう。すなわち、キ
ャリアウーマンとして仕事に汗を流す女性はもちろん尊重されるべきだが、同様に、家庭
を大切にする女性もまた尊重されなければならないのではないだろうか。また、第 4 章で
も指摘した通り、そもそも配偶者控除は性別を不問としているのであるから、その存在を
性差別と考えること自体が、筋の通らない議論とも言えるだろう。
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これに対して、①のデメリットは問題があるかもしれないと筆者は考えている。昨今の
人口減少の原因の一つとして、若者の晩婚化があげられる。なぜ晩婚化が進んでしまった
のかという要因はいくつか指摘されているが、筆者は、景気の悪化によって、若い独身者
の所得・貯蓄が十分でないために、結婚を望んでいても結婚ができない（異性から、結婚
相手としてみなされない）若者が増加しているという問題に注目している。平成１７年度
版の国民生活白書では、グラフとともに以下のような指摘がなされている。
「このようにバブル期以降必ずしも改善していない所得環境の中で、子育て世代の結婚行
動はどのような影響を受けているだろうか。年齢層ごとの収入を独身者と有配偶者（子ど
ものいない世帯）とで比較してみると、男性では独身者において有配偶者よりも低所得者
の割合が高い所得分布となっている。これは、男性の方が家庭において経済的責任を持つ
ことを期待されるため、所得の低い男性が結婚しにくいからと考えられる。一方で、女性
では独身者において 200 万円以上 400 万円未満の所得層が最も多いが、有配偶者では 200
万円未満の所得層が最も多くなっている。これは、夫の扶養手当を受給するために妻の収
入が高くなりすぎないように調整することなどが影響していると考えられる。」32
32 内閣府「国民生活白書」平成 17 年版 81 頁
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独身者に対して結婚している世帯を優遇すれば、そのこと自体が結婚することのインセ
ンティブの一つになる。しかしながら、もし独身者に対して相対的に重い税が課されるな
らば、その税率次第ではかえって独身者をより不利な状況に追い込んでしまい、結婚する
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ことを困難にしてしまう恐れが生じるだろう。
これが問題となりそうなのが、フランスのような N 分 N 乗方式の採用を試みた場合で
ある。N 分 N 乗方式をもし採用するならば、結婚→出産というふうに家族が増えるに従っ
て、適用される所得税率が減少し、税負担が減るという恩恵を受けられなければ導入のメ
リットは大きく損なわれる。
ところが、我が国の現在の所得税のように、低所得層ブラケット（税率適用所得区分）
が広い場合、N 分 N 乗方式を採用しても、もともと適用される所得税率が低いうえに、ブ
ラケットが広いせいで、税負担の軽減効果が小さくなってしまう。逆にいえば、ある程度
の所得がある世帯でなければ、その恩恵が十分に受けられないということになってしまう。
高所得世帯しか恩恵が受けられないというのであれば、あまり人口増加に貢献することが
できないのである。特に出産が可能な若い世帯は、年功序列の賃金を前提とすれば、高所
得世帯である可能性は低いのである。
そのため、我が国で N 分 N 乗方式の効果を十分に発揮するには、比較的所得の低い水
準から、より狭いブラケットで、税率がより早く上昇していくように所得税率を改正しな
ければならない。これにより、高所得世帯でなくとも、N 分 N 乗方式の恩恵を十分に受け
ることが可能であり、人口増加に大きく貢献するかもしれない。しかしながら、そのよう
な改正をすると、結果として独身者の負担が重くなりすぎる恐れがある。
N 分 N 乗方式は、理論的にはメリットの多い制度であるが、いざ実行しようとすると上
記のようなジレンマに陥ってしまうと考えられる。
一方、二分二乗方式は、上記のような税率改正をせずとも十分に導入が可能な制度であ
り、独身者を追い込む恐れはない。また、所得を分割する制度を採用することで、結婚に
対する税制上のインセンティブをもたらすことも可能である。
以上より、配偶者控除をやめて、課税単位は夫婦単位を採用し、アメリカのように所得
を分割することが可能な制度を採用することが最も好ましいというのが筆者の結論である。
２．控除額
では、仮に個人単位課税を採用し、配偶者控除を存続するならば、その適切な金額はど
の程度なのであろうか。それは、第４章で述べたとおり、事業専従者に認められている必
要経費の算入額との比較を重視すべきであると考えている。筆者が思うに、少なくとも白
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色事業専従者と同様の評価を与えることとして、８６万円まで配偶者控除を引き上げなけ
れば、両者の釣り合いは取れていないのではないかと考えている。
第４節 人的控除小括
これまで述べてきたとおり、人的控除は中立性、簡素性を損なうことになるため、縮小、
廃止すべきであるというのが、現在の税制調査会をはじめとした議論の大勢である。しか
しながら、人的控除が創設され、拡充されてきた趣旨、およびその背景をつぶさに調べて
みると、改めて人的控除の必要性が高いことが理解できた。
筆者のここまでの結論をまとめると、
① 課税単位は、これまでの個人単位ではなく、夫婦単位を採用する。配偶者控除は、課
税単位が夫婦単位となった時点で、その役目を終えたと考えられるため、廃止する。
② 基礎控除、扶養控除は２倍前後を目標として拡大する。
というものになった。
ただ、控除を大幅に拡大すると、当然課税ベースが縮小することになる。現下の厳しい
財政事情にかんがみると、当面の間②のような改正は難しいかもしれない。
第５節 手当て
民主党政権の掲げた「控除から手当てへ」の具体的な施策として、「子供手当て」「高校
無償化」が挙げられる。
この二つの法律に共通することは、社会が子供を育てるということを基本理念としてい
ることである。
１．子ども手当て
子供手当ての根拠法では、その趣旨について、条文で以下のように示している。
「平成 22 年度における子ども手当ての支給に関する法律
第 1 条 この法律は、次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するために、平成二
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十二年度等における子ども手当の支給について必要な事項を定めるものとする。
第 2 条 子ども手当の支給を受けた者は、前条の支給の趣旨にかんがみ、これをその趣旨
に従って用いなければならない。」
すなわち、子ども手当ては、子どもの育ちを支援する以外の用途では本来用いてはなら
ないものである。しかしながら、現実には必ずしもそのような用途で使われているとは限
らない。以下は、厚生労働省が平成 22 年に調査したデータである。
「子ども手当の使途について、予定も含め、複数回答で回答を得た結果、「子どもの将来の
ための貯蓄・保険料」が 41.6％で最も高く、次いで、「子どもの衣類・服飾雑貨費」が 16.4％、
「子どもの学校外教育費」16.3％、「家庭の日常生活費」13.8％、「子どもの学校教育費」
8.9％、「子どもの学校外活動費」8.3％、「子どもの生活用品費」7.6％などとなっている。
「使い道をまだ決めていない」は 11.5％となっている。」33
このデータ自体からは、子ども手当ての大部分が子どものために使われているように思
える。しかしながら、上記の調査結果では、次のようなデータもある。
「世帯年収階級別にみると、費用を最も増額したものは、世帯年収階級が高いほど「子
どもの教育費等」の占める割合が高く、「子どもの生活費」「家庭の日常生活費」の占める
割合が低い。300 万円未満では「費用を増額したものは無い」が 35.4％であり、「子どもの
将来のための貯蓄・保険料」28.0％を上回る。具体内容についてみると、『子どもの学校外
学習費』が 300 万円未満では 10.2％（学習塾 6.4％を含む）、1,000 万円以上では 14.9％（同
11.6％）、『子どもの学校外活動費』が 300 円未満では 5.7％、1,000 万円以上では 8.4％と
なっている。また、一人親世帯では「衣類」が 11.1％と高くなっている。
子ども手当の使途を子どものために限定利用できない理由について、複数回答で回答を
得た結果、「家計に余裕がないため」が 64.2％で、他の回答を引き離して最も割合が高く、
次いで、「家族の将来を考えて貯蓄しておく必要があるため」が 27.8％、「使い道は自由だ
と考えるため」19.7％となっている。」 34
33 厚生労働省「子ども手当の使途に関する調査結果」平成 22 年 1 頁
34 厚生労働省「子ども手当の使途に関する調査結果」平成 22 年 2 頁
49
このデータによると、世帯年収階級が高い世帯ほど、子どものための費用を増額してお
り、一方で世帯年収階級が低い世帯では、家計に余裕が無いために、子どものために費用
を増やせていないという実態が明らかになっている。さらに、「使い道は自由だと考えるた
め」という回答は、そもそも法の趣旨に反する考え方であるにもかかわらず、ある程度の
回答があることから、法の趣旨が十分に果たされているとはいえないと考えられる。
これに対して、2009 年度まで存在した児童手当においては、受給するための条件として
所得制限が存在していた。むしろこの制度のほうが制度として好ましいとする考え方も出
来る。
２．高校無償化
高校無償化の根拠法では、その趣旨について、以下のように示している。
「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律
第 1 条 この法律は、公立高等学校について授業料を徴収しないこととするとともに、公
立高等学校以外の高等学校等の生徒等がその授業料に充てるために高等学校等就学支援金
の支給を受けることができることとすることにより、高等学校等における教育に係る経済
的負担の軽減を図り、もって教育の機会均等に寄与することを目的とする。」
具体的には、公立高等学校については授業料を徴収しないものとし、一方で私立学校に
ついては、公立高等学校の授業料と同額（一定の低所得者には 2 倍の金額）を支給すると
いう制度である。
しかし、この制度の在り方も、子ども手当てと同様、法の趣旨が十分に果たされている
のか疑問である。そもそも、公立高等学校では授業料を徴収せず、一方で私立高等学校で
は授業料を支払うというのは、教育の機会均等どころか、かえって機会を不均等にしてい
るのではないかという批判が出来る。また、教育の機会均等が趣旨であるならば、低所得
者以外に支給することにどれほどの意味があるだろうか。
50
３．手当について総括
筆者の意見として、子供手当、高校無償化といった手当政策についてやや批判的にまと
めたが、必ずしもこれらの政策を全否定するものではない。たとえば、第３章で触れたフ
ランスでは、N 分 N 乗方式による家族優遇政策だけではなく、充実した子育て支援策が準
備されており、多額の税金が投入されているのである。フランスをはじめとした高福祉国
家を真似て、多額の税金を投入すれば、確かに出生率はある程度改善するのかもしれない。
しかし、一方で、我が国の福祉政策といえば、まず自助を原則とし、自力では生活が困
難であるならば周りの人々による共助があって、それでも不十分なときに初めて公助を提
供するというスタンスを維持してきたのであり、そのような自助努力をよしとする社会が
活力を生み出してきたという側面を忘れてはなるまい。また、我が国の財政が危機的な状
況にある中で、歳出のみを一方的に増額するようなことはできないだろう。
このようなことを踏まえると、現在のように手当、すなわち公助を充実させることを前
提とした政策を推し進めることは、あまり得策ではないと考える。
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第 6 章 結論
本論文における筆者の結論は、課税単位の変更とともに、「控除から手当へ」ではなく、
逆に「手当から控除へ」制度を改正すべきというものになった。
最大の理由は、それが結果として税制（および社会保障制度）全体の簡素化に資するこ
とであり、それが我が国にとって必要だからである。
税制調査会の議論では、控除制度を廃止することが税制の中立化、簡素化につながると
いうような議論もある。配偶者特別控除が縮減された際の答申を改めて引用する。
「これまでの税制改正において、税負担の軽減のため、人的控除に係る各種の割増・加
算措置の拡充等が講じられてきた。これらの措置については、経済社会の構造変化に即応
して、個々人の自由なライフスタイルの選択に介入しないような中立的な税制にする観点
から是正を図り、人的控除の簡素化・集約化を進める必要がある。
このような観点から、平成 15 年度税制改正においては、配偶者特別控除、特定扶養控除
の廃止・縮減に取り組むべきである。」
このように、さも人的控除を廃止・縮減することが、中立性、簡素性を高めるかのよう
な議論がなされている。確かに、所得税制という制度の枠組みの内部だけの議論であれば
そうかもしれない。しかし、一歩引いて、税制、および社会全体を俯瞰してみると、この
議論は不適切であると考える。
たとえば、中立性に関して、確かに配偶者控除は婚姻の意思決定に対して中立的ではな
いと考えられる。しかし、別の見方をするならば、事業専従者給与が税負担を軽減させて
いることに対して、配偶者控除を認めることである程度の中立性を保とうとしているとも
考えることができる。また、簡素についていえば、そもそも３８万円の控除をするかしな
いかということが、税制を複雑にしているとまでは言えないのではないだろうか。むしろ、
控除のかわりに手当政策を拡充することによって、かえって社会保障制度は複雑さを増し
ているのではないだろうか。
手当政策よりも、人的控除を優先して、課税最低限を引き上げたならば、担税力の無い
低所得者は自動的に納税義務者から外れることとなる。これが納税者の経済的実態を考え
ても、また税務行政上の便宜を考えても正しい姿ではないだろうか。本来、十全な担税力
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を有していない低所得者にまで所得課税を行い、後から手当を給付してカーヴァーすると
いうことは、まさに本末転倒であるが、そのような政策が民主党政権によって実行されよ
うとしているのである。
担税力の無い低所得者に対しては、十分な所得控除を行い、なるべく所得課税がされな
いようにする。一方、人的控除を通じて、人口政策の要素もある程度加味されるようにす
る。
そのうえで、どうしても必要な手当についてのみを公助として政府が負担し、後は国民
の自助、共助の精神をはぐくむ。これこそが我が国の税制のあるべき姿はないだろうか。
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